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「東日本大震災」の影響に関するお知らせ（第４報） 

 
平成23年３月11日に発生した東日本大地震により被災された皆さまに心よりのお見舞いを申し上げます。この

地震による当社への影響につきまして、第4報として以下の通りお知らせいたします。 
 

記 
 

1. 当社の被害状況について 

（１）人的被害の状況 

当社の従業員について全員の無事が確認されております。 

 

（２）事業所等に関する被害の状況 

建物の被害につきましては、本社（埼玉県加須市）の管理棟、工場棟が一部損傷を受けたものの、現時

点で通常レベルの業務が再開されております。東京支社および各営業所（名古屋、大阪、福岡）において

は、被害は認められておりません。管理棟、工場棟の損傷を調査した結果、工場建屋の原状回復費用、

廃材の処分費用などを含め、災害損失は197百万円となりました。 

 

2. 生産活動への影響について 

生産拠点の殆どが海外にあり、国内の当社工場も通常業務が再開されております。部品供給に関しては、

プロ向け大型液晶タブレットの高精細パネルを除き、支障がないことを確認しております。今後も、被災地

およびその周辺地域の部品サプライヤーやパートナーの操業状況、電力供給の状況、物流体制などの

外部環境が生産活動に影響を及ぼすことが予想されます。引き続きサプライヤーやパートナーとの協力

を緊密にしながら、生産活動への影響を最小限に抑えてまいります。 

 

3. 停電への対応について 

計画停電は当面は実施されない予定ですが、停電時に備えて自家発電装置の利用や出退勤時間の柔

軟化などによって対応しています。それにより、停電時でもエアコン以外の設備に関する電力供給は確保

され、生産活動に支障は生じないと予想しております。 

 

4. 業績への影響等について 

管理棟、工場棟の損傷を調査した結果、今回の東日本大地震による当社の災害損失197百万円を平成

23年３月期の特別損失として計上いたします。これによる同期の業績見通しに大きな変更はありません。 

以 上 


